
１ 検討の経緯

２ 概算事業費の算出

施設整備費

４５３億円

維持管理運営費

４８３億円

施設更新費

７４億円

起債利子

１８０億円

（２）総事業費

有効性の
検討

３ 移転再整備事業の見直し

４ 食肉中央卸売市場・と畜場事業の検討

（３）財源内訳

（１）事業の目的が失われていないか？

目的：食肉の公正かつ安定的な取引の確保、および市民への安心・安全な食肉の安定供給を担う。

➢食肉の市場経由率は８．１％に留まり、行政の担う役割が薄れてきている。

（２）緊急度、優先度等が低下し、必要性が薄れていないか？

➢市内の畜産者数が乳牛3件、豚0件に減少、必要性が薄れてきている。

➢当時は、生体の輸送が鉄道だったため、大宮駅の近くに建設された。しかし、現在は、輸送は鉄道か

らトラックに変化し、地理的な優位性を生かしづらくなってきた。

➢買参人の内訳は市内５９者、市外71者、県外198者であり市外が多い。

（３）市が実施すべき事業であるか？

市内

18%

市外

22%

県外

60%

買参人内訳

➢卸売市場法の改正により、民間業者でも市場を開設・運営することができるようになった。

➢食肉中央卸売市場・と畜場事業については、市場を取り巻く環境の変化により、市の役割を見直す必要あり。

５ 結論

算出に当たっては、事業期間を３０年間とし、起債利子も含めた事業期間内にかかるトータルコストを
以下のとおり試算した。

＋ ＋ ＋ 合計 1,１９０億円

食肉中央卸売市場・と畜場については、令和３年３月の基本計画の策定以後、計画をより具現化する

ために、整備計画の策定に向けた検討を推し進めてきた。具体的には、事業手法の検討、事業費の精査、

民間市場調査による計画の実現性の調査、各種法令手続きの整理等を行ってきた。

基本計画の実現性を確かめるために、食肉関連企業や事業に関連する民間企業等延べ約７０社への

市場調査を実施し、全国の複数の他市場へも状況調査を行った。その結果、基本計画時には事業の黒

字化を見込んでいたが、民間のノウハウを用いたとしても、事業の黒字化が困難なことが判明した。また、

事業費の精査をする中で、工事費高騰により事業費が増加することが分かり、資材価格の高騰や労務

費の上昇は現在進行形で進んでおり、今後も事業費の更なる増加が懸念されている。

令和２年改正卸売市場法の施行により、中央卸売市場の自由化が進められ、公が流通規制を行う必

要性が減退している中で、引き続き市が、市場を整備し、その多額の整備費や将来的な運営経費を負担

していくべきなのか、改めて 「市場の在り方」について、再検討する必要性が生じてきた。

増加の主な理由差額
R6末時点にお

ける試算※
基本計画概算事業費

物価・資材価格の高騰、軟弱地盤対策工事の追加２６億円４１億円1５億円土木工事建
設
費

物価・資材価格の高騰、付帯設備の追加１７４億円３５４億円１８０億円
建築工事
（外構工事含む）

建築費増加に伴う設計費（工事価格の５％に設定）、監理費

（工事価格の１％に設定）の増加
２１億円５８億円３７億円調査設計費等

２２１億円４５３億円２３２億円合 計

※ 建設費は「日建設計標準建築費指数」、調査設計費等は「企業向けサービス価格指数」を使用

備考金額財源内訳

５２億円土地売却収入

３５億円補助金

施設整備費３６６億円公営企業債（３０年）

更新、解体費７４億円公営企業債（１０年）

30年分２８５億円施設使用料等

３７８億円一般財源

1,１９０億円合計 （総事業費）

一般財源負担額 合計

合計 ８１８億円

総事業費から土地売却収入、補助金、施設使用
料収入等を引いた金額全てを、一般財源で負担
することとなる。

（１）施設整備費

財源負担軽減のため、「移転再整備事業」について様々な視点で見直しを行った。

●費用対効果の検証が行われているか

➢費用 移転再整備した場合の一般財源負担額は、８１８億円。

➢効果 買参人の内訳は市内５９者、市外71者、県外198者であり、市内への寄与率は高くない。

●類似施設が存在しているか

➢県内にはさいたま市のほか５か所食肉処理施設あり。

➢近隣には、東京食肉市場あり。

効率性の
検討

公民連携
推進の
検討

●民間事業者のノウハウを活用しているか

➢ノウハウを最大限生かすために、Ｒ４～Ｒ６に民間市場調査を実施。
➢ノウハウが生かしづらい業界であることが分かった。

歳入の確
保の検討

●積極的な財源確保に努めているか

➢財源確保に向け、補助金について協議、確認するが、現状の法制度や、現状以上の

➢移転再整備事業の見直しを行うも、事業費の削減効果が見込めず、費用対効果が低い。

「食肉中央卸売市場・と畜場事業」について、必要性の検討を行った。

➢ 食肉市場の移転再整備事業は、中止とする。

食肉中央卸売市場・と畜場事業については、現施設での事業継続が困難なため、

やむを得ず廃止とする。

令和２年改正卸売市場法の施行により、中央卸売市場の自由化が進められ、公が流通規制を行う必要性

が減退している中で、引き続き本市が、市場を整備し、その多額の整備費や将来的な運営経費を負担して、

市場を継続するのは困難な状況であるといえる。

結 論

８１８億円の負担も、
利用者は市外が多い

県内に類似施設が
ある

大幅な財源確保を
見込めない

民間のノウハウが生
かしづらい

➢

財政負担の軽減は見込めなかった。



８ 移転予定地について

７ 食肉中央卸売市場・と畜場事業廃止までの想定スケジュール

６ 現食肉市場跡地について
民間市場調査により、食肉市場と一体的な整備を目指していた道の駅については、事業地におけ

る「交通量」の多さや「消費地からの近さ」などの立地特性の良さが期待されており、高い集客力が見

込めることが分かった。そのため、国道16号を挟んだ食肉市場移転予定地についても、同様の立地

特性があると言える。

食肉市場移転予定地については、新たな機能やコンテンツが整備され、道の駅との連携を図ること

により、更なる道の駅の魅力向上が期待できる。

道の駅

道の駅の相乗効果

相乗効果で
道の駅の魅力向上

食肉市場移転予定地
（2丁目敷地）

このエリアの活用については、道の駅との連携による相乗効果を図ることを踏まえながら、エリアの

活用を検討していく。

食肉中央卸売市場・と畜場事業については、以下のとおり計画で予定していた移転時期である令和１０

年度の廃止を目途に、協議・調整を行っていく。

令和１０年度令和９年度令和８年度令和７年度

関係者協議

法令手続

施設

廃止報告後 ⇒ 市場運営取引委員会報告

取引委員会後 ⇒ 廃止時期意向確認、協議

廃止時期確定後 ⇒ 施設廃止協議、調整、周知

計画上の施設稼働予定期間

廃止条例、他条例改正手続き調整

廃止届出手続き調整

跡地利活用検討・調整

食肉中央卸売市場・と畜場運営・維持管理期間

食肉中央卸売市場・と畜場については、令和３年３月の基本計画の策定時においては、現市場の土

地の売却収入を事業費の一部に充当することとしていた。廃止に伴い、跡地の利活用については、あら

ためて検討・調整を行っていくこととする。

さいたま市食肉中央卸売市場・と畜場

・所在地 ：さいたま市大宮区吉敷町 2 丁目 23 番地

・用途地域：準工業地域、近隣商業地域

・敷地面積：16,031 ㎡


